
 第 135 回 労働政策審議会障害者雇用分科会 議事次第 

 

１ 日時 
 

令和７年７月 14 日（月）14:00～16:00 

 

２ 場所 
 

  オンライン・対面による開催（厚生労働省 12 階 共用 14 会議室） 
 

３ 議題 

 

（１）2024 年度の年度目標に係る評価及び 2025 年度の年度目標の設定について 

（２）その他 

 

４ 資料 
 

資料１－１ 障害者雇用分科会における 2024 年度目標の評価について（案） 

資料１－２ 障害者雇用分科会における 2024 年度評価シート（案） 

資料１－３ 障害者雇用分科会における 2025 年度の年度目標（案） 

 

参考資料１ 労働政策審議会障害者雇用分科会 委員名簿 

参考資料２ 2024 年度目標に対する四半期毎の実績報告 

参考資料３－１ 令和６年度 障害者の職業紹介状況 

参考資料３－２ 障害者の解雇者数について（令和６年度）（第７回今後の障害

者雇用促進制度の在り方に関する研究会資料再掲） 

参考資料４ 雇用の分野における障害者の差別禁止・合理的配慮の提供義務に係

る相談等実績（令和６年度） 
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障害者雇用分科会における 2024年度目標の評価について（案） 

 

 

2024 年度の目標として障害者雇用分科会において設定した年度目標等につい

て、当該分科会が実施した評価の結果は、概ね以下のとおりである。 

 

 

（障害者雇用分科会において設定された年度目標の動向） 

◎ ハローワークにおける障害者の就職件数について 

〔2024年度目標〕 2023年度（110,756件）以上 

〔2024年度実績〕 115,609件 

        （参考①）ハローワークにおける障害者の就職率  43.1％ 

          （参考②）ハローワークにおいて就職した障害者の６カ月定着率(※)  74.9% 

 

（※）2023 年４月１日～2024 年３月 31 日までの期間にハローワークの職業紹介で就職したものの

うち、雇用保険取得日と喪失日を元に在職月数を算出し、在職月数が６カ月以上の割合を６カ月定着

率としたもの。 

（分析） 

○ 2024 年度のハローワークにおける障害者の就職件数は 115,609 件で、前

年度を 4.4％上回っている。 

○ これは、 

・ 2024年度の新規求職申込件数が 268,107件で前年度を 7.5％上回る水準

となるとともに、 

・ 障害者専用求人数の全数が 268,110件と前年度を 1.9％上回る水準とな

ったこと 

が背景にあるものと考えられる。 

○ また、こうした背景に加え、ハローワークにおいて、2024年４月以降の法

定雇用率の段階的な引上げ等への対応として障害者の雇入れ支援の更なる

強化を図るため、 

・ 障害者雇用率未達成企業の障害者雇用に対する不安・課題等の丁寧な聞

取りや、理解促進のための職場実習の受入れや支援機関の見学等を推進す

るとともに、 

・ 求人者・求職者双方の希望条件を丁寧に聞き取ることによる適格紹介や、

求人・求職双方に対して希望条件の緩和を促す等による能動的なマッチン

グ支援 

労働政策審議会障害者雇用分科会 
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  等に取り組んできたことが、就職件数の増加につながったものと考えてい

る。 

○ 引き続き、こうしたきめ細かなマッチング支援に取り組むとともに、障害

者の職業紹介を担当する部門と事業所への指導・支援を担当する部門の連携

を強化することで、企業・障害者への支援状況の相互共有等により、能動的

なマッチング機能の強化を図っていく。 

 

◎ 障害者雇用率関係 

① 障害者の雇用率達成企業割合 

〔2024年度目標〕 46.8％以上 

〔2024年度実績〕 調査中(2025年６月１日時点) 

② 障害者雇用ゼロ企業（2024 年６月１日時点）のうち、新たに障害者を

雇用した企業（2025年６月１日時点）の割合 

〔2024年度目標〕 15.2％以上 

〔2024年度目標〕 調査中(2025年６月１日時点) 

（分析） 

○ 2025 年の障害者雇用状況報告(2025 年６月１日時点)の結果を踏まえて分

析する予定(2025年の障害者雇用状況報告は年内を目途に公表する予定)。 

 

 

◎ 精神・発達障害者雇用サポーター支援実績 

精神・発達障害者雇用サポーターによる就職支援を終了した者のうち、就職

した者の割合 

〔2024年度目標〕 72.8％以上 

〔2024年度実績〕 77.8％ 

（分析） 

○ 2024 年度の精神・発達障害者雇用サポーターの就職支援を終了した者

（16,044人）のうち、就職した者（12,479人）の割合は 77.8％となってお

り、2024年度目標（72.8％）を上回った。 

 

○ 主な要因として、近年、地域の就労支援機関との連携による支援体制が整

備されてきたことや、障害者の法定雇用率の引上げにより企業への支援ニー

ズも高まっていることを踏まえて、令和６年度より、従来の精神障害者雇用

トータルサポーターと発達障害者雇用トータルサポーターに代えて、「精神・

発達障害者雇用サポーター」（※）を配置し、関係機関との連携や、障害の

ある求職者と事業主のマッチング支援を強化し、きめ細かな支援を実施でき
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たことが、就職率の増加につながったものと考えている。 

 

○ 引き続き、求職者に対して、個別相談によるきめ細かな支援を実施すると

ともに、事業主に対しても、障害特性の理解の促進や雇用管理のノウハウの

提供、各種支援メニューの活用の提案を行うなど、受入体制の整備を通じ、

精神障害者等の雇用に係る課題解決のための支援を実施していく。 

 

（※）精神障害者及び発達障害者の障害種別に実績を把握できるように令和

７年度に報告様式を改修したため、令和７年度実績より精神障害者及び発達

障害者のそれぞれの実績値について把握予定。 

 

 



労働政策審議会障害者雇用分科会 
第 135回(R7.7.14) 資料１－２ 

 

1 

 

（案） 

障害者就労促進 

項目 2024 年度 

目標 

2024 年度 

実績 

 2023 年度 

目標 

2023 年度 

実績 

2022 年度 

目標 

2022 年度 

実績 

【ハローワークにおける障害者の就職件数】 

ハローワ

ークにお

ける障害

者の就職

件数 

（参考①）ハ

ローワークに

おける障害者

の就職率（※

１） 

（参考②）ハ

ローワークに

おいて就職し

た障害者の６

カ月定着率

（※２） 

110,756 件

以上 

115,609 件 

 

（参考①） 

43.1％ 

 

(参考②) 

74.9% 

 103,163 件 

以上 

110,756 件 

 

（参考①） 

44.4％ 

103,163 件 

以上 

102,537 件 

 

（参考①）

43.9％ 

【障害者雇用率関係】 

①障害者

の雇用率

達成企業

割合（※

３） 

46.8％以

上 

2025 年 6

月１日時

点の実績

により評

価 

 46.6％以

上 

 

46.0％ 

（2024 年

6 月 1 日時

点） 

49.8％以

上 

 

50.1％ 

（2023 年

6 月 1 日時

点） 

②障害者

雇用ゼロ

企業

（2024 年

６月１日

時点）の

うち、新

たに障害

者を雇用

した企業

15.2％以

上 

2025 年 6

月１日時

点の実績

により評

価 

15.2％以

上 

15.3％ 

（2024 年

6 月 1 日時

点） 

15.2％以

上 

14.2％ 

（2023 年

6 月 1 日時

点） 
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（2025 年

６月１日

時点）の

割合 

【精神・発達障害者雇用サポーター支援実績】 

精神・発

達障害者

雇用サポ

ーターに

よる就職

支援を終

了した者

のうち、

就職した

者の割合 

72.8％以

上 

77.8％  － － － － 

精神障害

者雇用ト

ータルサ

ポーター

の相談支

援を終了

した者の

うち、就

職に向け

た次の段

階（※

４）へ移

行した者

の割合 

－ －  78.8％以

上 

84.3%  75.6％以

上 

83.0％ 

精神障害

者雇用ト

ータルサ

ポーター

の相談支

援を終了

し、就職

に向けた

次の段階

－ － 84.3％以

上 

86.4%  84.3％ 

以上 

86.2％ 
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（※４）

へ移行し

た者のう

ち、就職

した者の

割合 

（備考） 

※１ 就職件数／新規求職申込件数。 

 

※２ 2023年４月１日～2024年３月 31日までの期間にハローワークの職業紹介で就職

したもののうち、雇用保険取得日と喪失日を元に在職月数を算出し、在職月数が 

６カ月以上の割合を６カ月定着率としたもの。 

 

※３ 40.0人以上（2023年６月１日までは 43.5人以上）規模の企業において法定雇用

率を達成（注）している企業の割合。 

（注）法定雇用障害者数に不足数がないこと。 

 

※４ ①就職（トライアル雇用含む）、②職業紹介ができる段階への移行、③職業訓練・

職場適応訓練へのあっせん。 

 

2024年度目標設定における考え方 

【ハローワークにおける障害者の就職件数】 

2023年度実績以上と設定。 

 

【障害者雇用率関係】 

 ① 障害者の雇用率達成企業割合 

前々年度の実績に過去 10か年の平均伸び率と 2024年４月の雇用率の引上げ及び

2025年４月の除外率引下げの影響を加味して設定。 

 ② 障害者雇用ゼロ企業（2024年６月１日時点）のうち、新たに障害者を雇用した企

業（2025年６月１日時点）の割合 

   直近３か年の実績が前年度目標を下回るため、引き続き前年度と同様の目標値を

設定。 

 

【精神・発達障害者雇用サポーター支援実績】 

（精神・発達障害者雇用サポーターによる就職支援を終了した者のうち、就職した者

の割合） 

コロナの影響を強く受けている 2021年度実績を除く、直近２か年分の実績の平均

値以上 
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施策の達成状況を踏まえた評価及び今後の方針 

１ ハローワークにおける障害者の就職件数 

2024 年度のハローワークにおける障害者の就職件数は 115,609 件で、前年度を

4.4％上回った。 

これは、 

・ 2024年度の新規求職申込件数は 115,609件で前年度を 7.5％上回る水準となると

ともに、 

・ 障害者専用求人数の全数が 268,110件と前年度を 1.9％上回る水準となったこと 

が背景にあるものと考えられる。 

 

また、こうした背景に加え、ハローワークにおいて、2024 年４月以降の法定雇用

率の段階的な引上げ等への対応として障害者の雇入れ支援の更なる強化を図るた

め、 

・ 障害者雇用率未達成企業の障害者雇用に対する不安・課題等の丁寧な聞き取りや、

理解促進のための職場実習の受入れや支援機関の見学等を推進するとともに、 

・ 求人者・求職者双方の希望条件を丁寧に聞き取ることによる適格紹介や、求人・

求職双方に対して希望条件の緩和を促す等による能動的なマッチング支援 

に取り組んできたこと等が就職件数の増加につながったものと考えている。 

 

引き続き、こうしたきめ細かなマッチング支援に取り組むとともに、障害者の職

業紹介を担当する部門と事業所への指導・支援を担当する部門の連携を強化すること

で、企業・障害者への支援状況の相互共有等により、能動的なマッチング機能の強化

を図っていく。 

 

【参考】2025年度の目標値及び目標設定の考え方  

目標値：2024 年度（115,609 件）以上  

目標設定の基本的な考え方：前年度実績以上として設定  

2025年度目標設定の考え方： 2024年度実績を踏まえて設定 

【 過去３か年の実績】2022 年度実績 102,537 件、 2023 年度実績 110,756 件、 

2024 年度実績 115,609 件 
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【参考１】新規求職申込件数、障害者専用求人、就職件数の年度比較 

 

 

 

【参考２】産業別障害者専用求人数 
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【参考３】職種別障害者専用求人数 
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【参考４】2024年度のハローワークにおける障害の種類別・部位別の新規求職申込

件数・就職件数・就職率について 

 

   新規求職申込件数

（①） 

就職件数（②） 就職率（②／①） 

   （件） 前年度比

（％） 

（件） 前年度比

（％） 

（％） 前年度差

（pt） 

障害者計   268,107 7.5 115,609 4.4 43.1 ▲1.3 

身体障害者計  60,252 1.8 22,704 ▲ 0.9 37.7  ▲ 1.0 

 視覚障害  4,311 0.9 1,524 ▲ 8.5 35.4 ▲ 3.6 

 聴覚・言語障害 7,684 ▲ 1.3 3,284 0.3 42.7  0.7 

 肢体不自由 28,775 1.9 11,095 ▲ 2.5 38.6  ▲ 1.7 

  上 肢 11,022 1.6 4,399 ▲ 0.1 39.9  ▲ 0.7 

  下 肢 14,624 1.1 5,571 ▲ 4.3 38.1  ▲ 2.2 

  体 幹 2,672 8.8 963 ▲ 2.7 36.0  ▲ 4.3 

  脳病変

（※） 
457 ▲ 4.4 162 ▲ 3.0 35.4  0.5 

 内部障害  18,419 2.2 6,496 2.1 35.3  0.0 

知的障害者  40,385 7.7 22,449 1.1 55.6  ▲ 3.6 

精神障害者  153,223 11.1 65,518 8.1 42.8  ▲ 1.1 

その他の障害者  14,247 ▲4.0 4,938 ▲2.1 34.7 0.7 

  ※「脳病変」とは、乳幼児期以前の非進行性の脳病変による運動機能障害を指す。 

   ※「その他の障害者」とは、障害者手帳を所持する身体障害者・知的障害者・精神障害者以外の 

障害者をいい、具体的には、障害者手帳を所持しない発達障害者、難病疾患、高次脳機能障害者 

など。 

 

 

【参考５】ハローワークにおける一般職業紹介等状況 

  2024 年度実績 対 2023 年度比 

就職件数（件） 1,143,640  ▲5.3  

新規求職申込件数（件） 4,408,663  ▲2.1  

新規求人数（人） 9,952,115  ▲3.1  
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２ 障害者雇用率関係 

2024 年度の目標の達成状況が現時点では明らかではないが、2024 年６月１日現在

で、雇用率未達成企業が約半数を占めること及び雇用率未達成企業のうち障害者雇用

ゼロ企業が約６割あることに加え、2024 年４月１日の法定雇用率引上げ及び 2025 年

４月１日の除外率の引下げにより、新たに雇用義務が発生した企業があることから、

引き続き、これらの企業に対して丁寧な指導を行い、障害者雇用への理解を進める必

要がある。  

特に、障害者雇用ゼロ企業等に対しては、企業ごとのニーズに沿って支援計画を作

成し、採用前から採用後の定着支援までを一貫して支援する「企業向けチーム支援」

を引き続き実施する。加えて、従前の未達成企業に対する支援のみならず、新たに法

定雇用率の引上げ等により法定雇用率未達成となることが見込まれる企業や、障害者

雇用率を達成しつつも、障害者の雇入れや職場定着に不安のある企業等についても

「企業向けチーム支援」により支援をすることで、引き続き障害者雇用の促進を図る。 

さらに、2024年４月より創設された障害者雇用相談援助事業（都道府県労働局長の

認定を受けた事業者が障害者雇用の経験やノウハウが不足する雇用率未達成企業等

に対して、雇入れやその雇用継続を図るための雇用管理に関する相談援助を実施する

事業）についても周知を図り、支援する側の認定事業者・支援を受ける側の利用事業

主双方の増加につなげ、障害者雇用を促進する。 

 

【参考】2025年度の目標値及び目標設定の考え方 

① 障害者の雇用率達成企業割合 

目標値：45.9% 

目標設定の基本的な考え方：前々年度の実績に過去 10 か年分の平均伸び率を加味

して設定 

2025年度目標設定の考え方：前々年度の実績に過去 10 か年の平均伸び率と 2025 

年４月の除外率引下げの影響を加味して設定 

※ 雇用率に関する取扱いの変更がなされた 2011 年、2013 年、2018 年、2021 年及び 2024

年を除いた過去 10 か年分（2010 年～2023 年）の平均伸び率（＋1.6pt 増）及び 2025 年

度に実施された除外率 10pt の引下げによる影響（1.7pt 減（H23 年の除外率 10pt 引下

げの影響が 1.7pt 減であったことを踏まえ設定））を加味して設定。 

【過去３か年実績】2021 年度実績 48.3％、2022 年度実績 50.1％、2023年度実績

46.0％ 

 

② 障害者雇用ゼロ企業のうち、新たに障害者を雇用した企業の割合 

目標値：15.2％以上 

目標設定の基本的な考え方：直近３か年の実績の平均値以上として設定 

2025年度目標設定の考え方：直近３か年の実績平均が前年度目標を下回るため、前
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年度と同様。 

※ 参考値：2017 年度実績 16.0％、2018 年度実績 15.9％、 

2019 年度実績 13.8％（３か年平均 15.2％） 

【過去３か年実績等】2021 年度実績 13.7％、2022 年度実績 14.2％、 

2023 年度実績 15.3％、３か年平均は 14.4％ 

 

３ 精神・発達障害者雇用サポーター支援実績 

2024年度に精神・発達障害者雇用サポーターの就職支援を終了した者（16,053人）

のうち、就職した者（12,479人）の割合は77.8％となっており、2024年度目標（72.8％）

を上回って推移している。 

主な要因として、近年、地域の就労支援機関との連携による支援体制が整備されて

きたことや、障害者の法定雇用率の引上げにより企業への支援ニーズも高まってい

ることを踏まえて、令和６年度より、従来の精神障害者雇用トータルサポーターと発

達障害者雇用トータルサポーターに代えて、「精神・発達障害者雇用サポーター」を

配置し、関係機関との連携や、障害のある求職者と事業主のマッチング支援を強化

し、きめ細かな支援を実施できたことが、就職率の増加につながったものと考えてい

る。 

引き続き、求職者に対して、個別相談によるきめ細かな支援を実施するとともに、

事業主に対しても、障害特性の理解の促進や雇用管理のノウハウの提供、各種支援メ

ニューの活用の提案を行うなど、受入体制の整備を通じ、精神障害者等の雇用に係る

課題解決のための支援を実施していく。  

 

【参考】 

2025年度の目標 

精神・発達障害者雇用サポーターによる就職支援を終了した者のうち、就職した者の

割合 

目標値：75.6%以上 

2025 年度目標設定の考え方：2024 年度より精神・発達障害者雇用サポーターが配置 

された一方、同年には法定雇用率の引上げがあったことも踏まえ、2023年度及び 2024

年度の直近２か年分の実績の平均値以上 

 

【過去２か年実績等】 

 2023年度実績 73.5％、2024年度実績  77.8％。 

２か年平均 は 75.6%。 

※精神・発達障害者雇用サポーターは 2024 年度以降の新官職であるため、2023 年

度まで精神・発達障害者の支援を行っていた精神障害者雇用トータルサポーター及

び発達障害者雇用トータルサポーターの支援終了者と就職者数を合算して過去の実

績を算出し、目標を設定。 
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年度目標項目 2024年度の年度目標 2024年度の年度実績 2025年度の年度目標（案）

ハローワークにおける
障害者の就職件数 110,756件以上 115,609件 115,609件以上

年度目標項目 2025年度の年度目標（案）

ハローワークにおける
障害者の就職件数 115,609件以上

①45.9%以上

②15.2％以上

【精神・発達障害者雇用サ
ポーター支援実績】

精神・発達障害者雇用サポー
ターによる就職支援を終了し
た者のうち、就職した者の割

合

 75.6%以上

労働政策審議会障害者雇用分科会

【障害者雇用率関係】

①障害者の雇用率達成
企業割合

②障害者雇用ゼロ企業のう
ち、新たに障害者を雇用した

企業の割合

障害者雇用分科会における2025年度の年度目標（案）

【参考】障害者雇用分科会における2025年度の年度目標（案）の考え方

　　　①　45.9%以上
　

      ②　15.2％以上（※）
　　  ※障害者雇用ゼロ企業
       （2025年６月１日時点）
        のうち、新たに障害者を
        雇用した企業（2026年６
        月１日時点）の割合

　精神・発達障害者雇用
サポーターによる就職支
援を終了した者のうち、就

職した者の割合

75.6%以上

【障害者雇用率関係】

①障害者の雇用率達成
企業割合

②障害者雇用ゼロ企業のう
ち、新たに障害者を雇用した

企業の割合

①調査中
（2025年６月１日時点）

②調査中
（2025年６月１日時点）

【精神・発達障害者雇用サ
ポーター支援実績】

精神・発達障害者雇用サポー
ターによる就職支援を終了し
た者のうち、就職した者の割

合

77.8%

          ①46.8%以上

      ②15.2％以上（※）
　　  ※障害者雇用ゼロ企業
       （2024年６月１日時点）
        のうち、新たに障害者を
        雇用した企業（2025年６
        月１日時点）の割合

72.8％以上 精神・発達障害者雇用サポーター
支援状況報告

障害者雇用状況報告

職業安定業務統計

データの出所

目標設定の基本的な考え方：直近３か年の実績の平均値以上として設定
2025年度目標設定の考え方：2024年度より精神・発達障害者雇用サポーターが配置された一方、
同年には法定雇用率の引上げがあったことも踏まえ、2023年度および2024年度の直近２か年分の
実績の平均値以上

目標（案）：2023年度および2024年度の直近２か年の実績の平均値以上
【過去２か年実績】2023年度実績73.5％、2024年度実績77.8％。２か年平均は75.6％

年度目標（案）の考え方

目標設定の基本的な考え方：前年度実績以上として設定

目標（案）：2024年度実績以上
【過去３か年の実績】2022年度実績102,537件、2023年度実績110,756件、2024年度実績115,609件

目標設定の基本的な考え方：直近３か年の実績の平均値以上として設定

目標（案）：直近３か年の実績平均が前年度目標を下回るため、前年度と同様
【過去３か年の実績】2021年度実績13.7％、2022年度実績14.2％、2023年度実績は15.3％。3か年平均は14.4％

目標設定の基本的な考え方：前々年度の実績に過去10か年分の平均伸び率を加味して設定

目標（案）：前々年度の実績に過去10か年の平均伸び率と2025年４月の除外率引下げの影響を加
味して設定
※雇用率に関する取扱いの変更がなされた2011年、2013年、2018年、2021年及び2024年を除いた過去10か年分（2010年～2023
年）の平均伸び率（＋1.6pt増）及び2025年度に実施された除外率10ptの引下げによる影響（1.7pt減（H23年の除外率10pt引下げの
影響が1.7pt減であったことを踏まえ設定））を加味して設定

【過去３か年の実績】2021年度実績48.3％、2022年度実績50.1％、2023年度実績46.0％



 

労働政策審議会障害者雇用分科会 委員名簿 

令和７年６月 25 日現在 

（公益代表） 

大井
お お い

 方子
ま さ こ

 高知県立大学文化学部教授 

影山
かげやま

 摩子
ま こ

弥
や

 横浜市立大学都市社会文化研究科名誉教授 

倉知
く ら ち

 延章
のぶあき

 九州産業大学人間科学部名誉教授 

田中
た な か

 克
かつ

俊
とし

 北里大学大学院医療系研究科産業精神保健学教授 

 山川
やまかわ

 隆一
りゅういち

 明治大学法学部教授 

 渡邊
わたなべ

 絹子
き ぬ こ

 筑波大学ビジネスサイエンス系准教授 

（労働者代表） 

大喜多
お お き た

 輝彦
てるひこ

   サービス・ツーリズム産業労働組合連合会副会長 

河崎
かわさき

 智
ち

文
ふみ

 全日本電機・電子・情報関連産業労働組合連合会政策部門社会政策担当専門部長  

冨高
とみたか

 裕子
ゆ う こ

 日本労働組合総連合会総合政策推進局長 

藤川
ふじかわ

 大輔
だいすけ

 全日本自動車産業労働組合総連合会副事務局長 

門
もん

﨑
ざき

 正樹
ま さ き

 全日本自治団体労働組合総合政治政策局社会福祉局長 

（使用者代表） 

清田
き よ た

 素
もと

弘
ひろ

 日本商工会議所産業政策第二部担当部長 

新田
に っ た

 秀司
ひ で し

 （一社）日本経済団体連合会労働政策本部長 

松永
まつなが

  恭
やす

興
おき

 (株)日立製作所人財統括本部人事勤労本部長兼エンプロイーリレーション部長  

美堂
み ど う

 梓
あずさ

    富士通(株)ＣＨＲＯ室シニアマネージャー（人権・活躍支援（DE&I）担当） 

山口
やまぐち

 高広
たかひろ

 愛知県中小企業団体中央会会長、株式会社アトラスジャパン代表取締役社長  

（障害者代表） 

大谷
おおたに

 喜
よし

博
ひろ

 全国手をつなぐ育成会連合会副会長 

岡本
おかもと

 敏
とし

美
み

 （社福）日本身体障害者団体連合会副会長 

新銀
しんぎん

 輝子
て る こ

  (公社)全国精神保健福祉会連合会理事 

田中
た な か

 伸明
のぶあき

  (社福)日本視覚障害者団体連合副会長 
 

                             （五十音順、敬称略） 

労働政策審議会障害者雇用分科会 
第 135 回(R7.7.14) 参考資料１ 



第135回(R7.7.14) 参考資料２

2024年４月から６月まで 2024年７月から９月まで 2024年10月から12月まで 2025年１月から３月まで データの出所

ハローワークにおける
障害者の就職件数 110,756件以上 115,609件 33,463件 25,645件 28,400件 28,101件 職業安定業務統計

【障害者雇用率関係】（※１）

　①障害者の雇用率達成
　　企業割合

　　　①46.8%以上 障害者雇用状況報告

【障害者雇用率関係】（※１）

　②障害者雇用ゼロ企業の
　　うち、新たに障害者を雇用
　　した企業の割合

      ②15.2％以上（※２） 障害者雇用状況報告

　精神・発達障害者雇用サポー
ターによる就職支援を終了した
者のうち、就職した者の割合

72.8％以上 77.8% 79.5% 79.9%（※３） 78.3%（※４） 74.2%
精神・発達障害者雇用

サポーター支援状況報告

労働政策審議会障害者雇用分科会

障害者雇用分科会における2024年度の年度目標に対する四半期毎の実績について

※4　データを再集計したことに伴い、2024年12月10日時点の報告から修正。

※１　障害者雇用率関係の指標は、翌年６月１日時点の障害者雇用状況報告の結果によるため、この表においては記載しない。

※２　2024年度の目標は、2024年６月１日時点における障害者雇用ゼロ企業のうち、2025年６月１日時点において新たに障害者を雇用した企業の割合。

年度目標項目 2024年度の年度目標 2024年度実績

※３　データを再集計したことに伴い、2024年９月12日時点の報告から修正。
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障害者の解雇者数について（令和６年度）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 合計

全数 1,013 1,351 892 827 885 843 729 636 536 237 679 684 9,312

うち、Ａ型
事業所
（※１）

887 1,241 751 702 683 640 503 473 342 127 490 453 7,292

◎ 令和６年度にハローワークが解雇届により把握した障害者の解雇者数は9,312人であり、そのうち就労

継続支援A型事業所（※１）の利用者であった者は7,292人だった。

◎ 就労継続支援Ａ型事業所（※１）を解雇された者のうち、再就職決定者は2,171人、就労継続支援Ｂ型

事業所等への移行（予定）者は3,834人であり、こうした方々が全体の８割程度を占めている（※２）。

（人）

（人）

（令和６年度の解雇者数推移）

（令和６年度のA型事業所の解雇者の再就職状況等）（※２）

（※１）就労継続支援A型事業所は各月内に10人以上の解雇が発生した事業所に限る。
約９割は生産活動収支が赤字の事業所。

（※２）令和７年４月末時点の把握状況
（※３）「その他」は令和７年４月末時点で今後の意向が未定である者、再就職の希望がない者等が含まれる。

解雇者数

再就職決定者数
Ｂ型事業所等への
移行（予定）者数

求職中の人数
その他（※３）

うち、Ａ型事業所
への就職

うち、ハローワーク
で再就職支援中

７，２９２ ２，１７１ １，５７３ ３，８３４ ８５６ ８３３ ４３１

労働政策審議会障害者雇用分科会

第135回(R7.7.14) 参考資料３－２

※ 第７回 今後の障害者雇用促進制度の在り方に関する研究会（令和７年６月25日） 参考資料２ 再掲
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